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「
町
制
」と「
市
制
」に
つ
い
て
５
回
シ
リ
ー
ズ

で
皆
さ
ん
に
紹
介
す
る
コ
ー
ナ
ー
、
一
緒
に
考

え
よ
う
！「
町
制
」と「
市
制
」。
広
報
６
月
15
日

号
か
ら
毎
月
15
日
号
で
町
と
市
の
違
い
な
ど
に

つ
い
て
紹
介
し
て
き
ま
し
た
。

　

シ
リ
ー
ズ
最
後
と
な
る
今
回
は
、
住
所
表
示

に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

  

住
所
表
示
は
ど
う
な
る
の

　

市
に
な
っ
た
場
合
、
住
所
表
示
で
変
わ
る
の

は
次
の
３
点
で
す
。

①
「
西
加
茂
郡
」の
表
記
が
な
く
な
り
ま
す
。

②
「
三
好
町
」が「
○
○
市
」に
変
わ
り
ま
す
。

③ 

「
大
字
、
字
」の
表
記
を
な
く
す
こ
と
が
で

き
ま
す
。

　

 
※
全
国
に
は「
大
字
、
字
」を
使
用
し
て
い
る

市
も
あ
り
ま
す
。

　

一
般
的
な
事
例
を
基
に
、
町
内
の
３
中
学
校

の
住
所
が
ど
う
な
る
か
例
示
す
る
と
、
下
記
の

よ
う
に
な
り
ま
す
。
な
お
こ
れ
は
一
例
で
す
。

　

ま
た
不
動
産
な
ど
の
登
記
簿
の
表
示
は
、
新

し
い
住
所
表
示
に
合
わ
せ
る
の
が
一
般
的
と

な
っ
て
い
ま
す
。

一
緒
に
考
え
よ
う
！「
町
制
」と「
市
制
」

「
市
と
町
の
違
い
に
つ
い
て
」③

第
５
回

【三好中学校】　　愛知県　西加茂郡三好町　大字三好字　宮ノ越 42番地

　　　　　　　　愛知県　○○市　三好町　宮ノ越 42番地

【北中学校】　　　愛知県　西加茂郡三好町　三好丘桜　一丁目１番地１

　　　　　　　　愛知県　○○市　三好丘桜町　一丁目１番地１

　　　　　　　　愛知県　○○市　三好丘桜　　一丁目１番地１

【南中学校】　　　愛知県　西加茂郡三好町　大字打越字　三百目３番地

　　　　　　　　愛知県　○○市　打越町　三百目３番地

◆市になった場合の住所表示の一般的な例
▼
問
い
合
わ
せ
＝
市
制
準
備
室

　

☎（
32
）８
０
１
３

（
32
）２
１
６
５

　

shisei@
tow
n.aichi-m

iyoshi.lg.jp
第3回　市と町の違いについて②
一緒に考えよう!「町制」と「市制」

 

農
地
に
対
す
る
課
税

　

三
好
町
が
市
に
な
る
と
三
大
都
市
圏
の
特
定
市

（
首
都
圏
、
近
畿
圏
、
中
部
圏
に
あ
る
市
な
ど
の

こ
と
）に
該
当
す
る
こ
と
に
な
り
、
市
街
化
区
域

内
に
あ
る
農
地
が
図
１
の
よ
う
に
区
分
さ
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。
そ
し
て
、
こ
の
農
地
の
区
分
ご

と
に
税
額
な
ど
の
計
算
方
法
が
異
な
り
ま
す
。

　

ま
た
農
地
に
対
す
る
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画

税
の
評
価
と
課
税
方
法
を
、
町
と
市
の
場
合
で
比

較
す
る
と
表
３
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。
な
お
、
市

街
化
区
域
内
農
地（
特
定
市
街
化
区
域
農
地
）の
固

定
資
産
税
と
都
市
計
画
税
の
税
額
の
計
算
方
法
は
、

下
記
の
と
お
り
で
す
。

 

生
産
緑
地
制
度（
法
制
度
）

●
生
産
緑
地
制
度
の
意
義

　

生
産
緑
地
制
度
と
は
、
市
街
化
区
域
内
に
あ
る

農
地
の
緑
地
機
能
に
着
目
し
て
、
公
害
や
災
害
の

防
止
、
都
市
の
環
境
保
全
な
ど
に
役
立
つ
農
地
を

計
画
的
に
保
全
し
、
良
好
な
都
市
環
境
の
形
成
を

図
る
た
め
の
都
市
計
画
の
制
度
で
す
。（
図
２
）

　

三
大
都
市
圏
の
特
定
市
の
市
街
化
区
域
内
農
地

は
「
宅
地
化
す
る
農
地（
よ
り
計
画
的
な
住
宅
宅

地
供
給
を
促
進
す
る
観
点
か
ら
、
そ
の
積
極
的
な

活
用
を
図
る
農
地
）」
と
「
保
全
す
る
農
地（
農
業

と
調
和
し
た
形
で
都
市
の
良
好
な
生
活
環
境
を
確

保
す
る
観
点
か
ら
、
そ
の
計
画
的
・
永
続
的
な
保

全
を
図
る
農
地
）」
に
区
分
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。（
６
ペ
ー
ジ
図
１
）

●
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
要
件（
図
２
の
Ａ
）

　

市
街
化
区
域
内
に
あ
る
現
に
農
業
の
用
に
供
さ

れ
て
い
る
農
地
で
、
次
の
す
べ
て
の
要
件
を
満
た

す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

① 

農
業
が
営
ま
れ
て
い
る
こ
と
で
、
公
害
や
災
害

防
止
、
都
市
環
境
の
保
全
と
い
っ
た
生
活
環
境

機
能
と
し
て
の
役
割
を
果
た
し
て
い
る
こ
と
。

② 

将
来
、
公
園
や
緑
地
な
ど
の
公
共
施
設
な
ど
の

敷
地
と
し
て
適
し
て
い
る
こ
と
。

③ 

面
積
が
一
団
で
５
０
０
㎡
以
上
の
農
地
で
あ
る

こ
と
。

④
農
業
の
継
続
が
可
能
で
あ
る
こ
と
。

⑤ 

ほ
か
の
都
市
計
画
事
業
に
支
障
を
き
た
す
こ
と

の
な
い
こ
と
。

●
生
産
緑
地
地
区
の
管
理（
図
２
の
Ｂ
）

　

農
地
と
し
て
管
理
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
、

農
地
以
外
の
利
用
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。
そ
の

た
め
、
建
物
の
建
築
や
土
地
の
形
質
の
変
更
な
ど

の
行
為
は
許
可
さ
れ
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、町
長（
市

長
）の
許
可
を
受
け
た
一
定
の
農
業
用
施
設（
ビ

ニ
ー
ル
ハ
ウ
ス
な
ど
）
は
可
能
で
す
。

町
が
市
に
な
っ
た
場
合
の
農
地
に
対
す
る
課
税
と
生
産
緑
地
制
度
に
つ
い
て

町 市
市街化調整
区域内農地

・農地評価 
・農地課税

市街化区域
内農地　　

・ 宅地並み評価
・ 農地に準じた
課税

生産緑地地区に
指定しない農地
（宅地化する農地）

・ 宅地並み評価
・ 宅地並み課税

生産緑地地区に
指定された農地
（保全する農地）

・農地評価
・農地課税

※ 相続税の納税猶予・免除制度の特例の適用は、従来どおりです。

◆表3 農地に対する固定資産税・都市計画税の課税方法

●
買
い
取
り
申
し
出（
図
２
の
Ｃ
）

　

次
の
い
ず
れ
か
の
場
合
、
生
産
緑
地
地
区
に
指

定
さ
れ
た
土
地
を
買
い
取
る
よ
う
に
町
長（
市
長
）

に
対
し
て
申
し
出
が
で
き
ま
す
。
こ
の
場
合
、
町

長（
市
長
）は
特
別
の
事
情
が
な
い
限
り
、
当
該
生

産
緑
地
を
時
価
で
買
い
取
る
も
の
と
さ
れ
て
い
ま

す
。

① 

生
産
緑
地
地
区
に
指
定
さ
れ
て
か
ら
30
年
を
経

過
し
た
と
き
。

② 

農
業
の
主
た
る
従
事
者
が
死
亡
し
た
り
、
農
業

に
従
事
す
る
こ
と
を
不
可
能
と
さ
せ
る
故
障
が

生
じ
た
り
し
た
と
き
。

●
指
定
解
除（
図
２
の
Ｄ
）

　

基
本
的
に
は
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
を
解
除
す

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
が
、
次
の
い
ず
れ
か
の
場

合
は
、
指
定
が
解
除
さ
れ
ま
す
。

① 

生
産
緑
地
の
買
い
取
り
申
し
出
の
日
か
ら
３
カ

月
以
内
に
所
有
権
移
転(

相
続
な
ど
に
よ
る
移

転
を
除
く
）が
行
わ
れ
な
か
っ
た
場
合
。

② 

公
共
施
設
な
ど
の
敷
地（
用
地
）と
な
っ
た
場
合
。

③  

①
、②
の
解
除
に
よ
っ
て
、
残
っ
た
農
地
で
は
、

生
産
緑
地
地
区
の
指
定
要
件
を
満
た
さ
な
く

な
っ
た
場
合
。

 

生
産
緑
地
地
区
の
指
定
な
ど
の
考
え
方

　

市
制
に
移
行
す
る
場
合
、
生
産
緑
地
制
度
の
公

平
性
を
高
め
適
正
な
運
用
を
行
う
た
め
に
、
ま
た

将
来
の
三
好
に
過
大
な
財
政
負
担
を
残
さ
な
い
た

め
、
妥
当
性
の
あ
る
明
確
な
指
定
基
準
な
ど
を
検

討
し
て
い
き
ま
す
。

原案の作成　市町村・都の特別区

公聴会等、都市計画地方審議会

土地所有者等の同意

生産緑地地区に関する都市計画の決定

農地等としての生産緑地の管理 市町村長等
（助言、指導等の協力要請）

市町村長への買い取りの申し出

買い取らない旨の
通知（1月以内）

買い取る旨の通知
（1月以内）

価格の協議（成立しない場合に
は収用委員会への裁決申請）

農林漁業希望者へのあっせん

農業の継続
法律の目的に従った適切
な管理（公園、緑地等と
して整備）

農地等とし
ての生産緑
地の管理

あっせん不調の場合には、
行為制限の解除（買い取
り申し出から3カ月後）

（特別の事情のある場合に限る）

■図2 生産緑地制度の概要

指定要件
・ 公害等の防止、農林漁業と調
和した都市環境の保全等の効
用

・公共施設等の用地に適
・500㎡以上
・用排水等の営農継続可能条件

■図1 市になった場合の市街化区域内農地の区分

市街化区域内農地
（特定市街化区域農地）

宅地化する農地

保全する農地

計画的な宅地化推進

生産緑地地区の指定

市街化調整区域への
編入（逆線引き）

●特定市街化区域農地の固定資産税（税率 1.4％）・都市計画税（税率 0.3％）の税額の求め方
次のアまたはイのうち、いずれか少ない額になります。
ア・特定市街化区域農地の評価額 × 1/3（都市計画税は 2/3） × 税率
　 ただし、市制により新たに特定市街化区域農地となった当初４年度間は、次式により算出します。
　・特定市街化区域農地の評価額 × 1/3（都市計画税は 2/3） × 右の表4の率 × 税率

年　度 率
初年度目 0.2
2年度目 0.4
3年度目 0.6
4年度目 0.8

◆表4

　   なお、イの額を算出する場合、負担水準が0.8以上の土地と負担水準が0.5以上で価格下落率が   
0.15以上の土地については、前年度の税額に据え置いた額となります。

イ・前年度の課税標
　　準額(※1）

右の表5の負担水準(※2）の
区分に応じた負担調整率× ×  税率

負担水準 負担調整率
0.4～0.8 1.025
0.3～0.4 1.05
0.2～0.3 1.075
0.1～0.2 1.1
　  ～0.1 1.15

◆表5
※1  課税標準額は、土地などの固定資産を評価して価格を決定した後、その価格を基に算定さ
れます。上記イの場合は、前年度の賦課期日において特定市街化区域農地であったものと
みなした課税標準額になり、過去から再計算して算出するため、現在の市街化区域農地
とは課税標準額が異なります。

※2  負担水準とは、個々の土地の課税標準額が評価額に対してどの程度まで達しているかを
示し、上記イの場合は次の算式で求められます。

　　負担水準＝前年度課税標準額 /（新評価額（当該年度の評価額）×1/3(都市計画税は2/3））

●平成17年度が市制の初年度となったとして試算して、町の場合と比較すると
※ 税額は各筆の地形や負担水準などの条件によりそれぞれ異なるため、ここでは１つの事例（1,000㎡当たり）
として固定資産税と都市計画税を合計した税額の動きを概算で算出しています。

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
町 ① 89 98 108 119 128
市 ② 38 77 115 145 146
②-① ▲51 ▲21 7 26 18

◆事例Ａ 「ある田（17年度の負担水準0.2超）」 単位：千円

・町の場合は、負担水準に応じてなだらかに税負担が増えます。
・ 市になると、当初２年度は町の場合よりも税負担が減りま
すが、その後は町の場合よりも税負担が増えます。

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
町 ① 89 98 108 119 130
市 ② 43 86 128 156 157
②-① ▲46 ▲12 20 37 27

◆事例Ｂ 「ある畑（17年度の負担水準0.2超）」 単位：千円

・町の場合は、負担水準に応じてなだらかに税負担が増えます。
・ 市になると、この畑の事例では当初２年度は町の場合より
も税負担が減りますが、その後は町の場合よりも税負担が
増えます。

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
町 ① 80 88 97 107 117
市 ② 90 180 202 207 212
②-① 10 92 105 100 95

◆事例Ｃ 「ある畑（17年度の負担水準0.2未満）」単位：千円

・町の場合は、負担水準に応じてなだらかに税負担が増えます。
・ 市になると、この畑の事例では町の場合の税負担がもともと
低いため、事例Ｂよりも税負担の増加が急になります。

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
田 2 2 2 2 2
畑 1 1 1 1 1

◆生産緑地地区に指定された農地 単位：千円

　市制により特定市街化区域農地が生産緑地地区に指定され
ると、その農地は市街化調整区域内の農地と同様の農地課税
となります。そのため、生産緑地地区に指定されていない市
街化区域内の農地と比べ、税負担が軽減されます。

Ｂ

Ａ

Ｄ Ｄ

生産緑地指定後30年経過

主たる従事者の死亡等

Ｃ 一
緒
に
考
え
よ
う
！「
町
制
」と「
市
制
」

第
３
回「
市
と
町
の
違
い
に
つ
い
て
」②

　
「
町
制
」と「
市
制
」に
つ
い
て
５
回
シ
リ
ー
ズ

で
皆
さ
ん
に
紹
介
す
る
コ
ー
ナ
ー
、
一
緒
に
考

え
よ
う
！「
町
制
」と「
市
制
」。第
３
回
目
と
な

る
今
回
は
、
市
に
な
っ
た
場
合
の
財
政
負
担
と

税
負
担
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

 

財
政
負
担
は
ど
う
な
る
の　

　

前
号
の
第
２
回
目
の
コ
ー
ナ
ー
で
紹
介
し
た

よ
う
に
、
市
に
な
る
と
福
祉
事
務
所
の
設
置
が

義
務
付
け
ら
れ
る
た
め
、
福
祉
な
ど
の
行
政
サ

ー
ビ
ス
は
向
上
し
ま
す
。
し
か
し
、
こ
う
し
た

事
務
を
行
う
た
め
に
毎
年
必
要
と
な
る
事
業
経

費
も
同
時
に
増
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
ま
た

町
か
ら
市
へ
の
名
称
の
変
更
や
住
所
表
記
の
変

更
に
よ
り
、
公
共
施
設
の
看
板
や
印
刷
物
な
ど

の
修
正
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
の
シ
ス
テ
ム
修
正

な
ど
の
経
費
も
一
時
的
に
必
要
に
な
り
ま
す
。

そ
し
て
、
こ
れ
ら
の
必
要
経
費
は
、
皆
さ
ん
か

ら
納
め
て
い
た
だ
く
税
金
や
国
・
県
か
ら
の
支

出
金
で
ま
か
な
っ
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

一
般
財
源
に
お
い
て
、
市
に
な
っ
た
場
合
に

毎
年
必
要
と
な
る
経
費
と
市
に
変
わ
る
当
初
一

年
間
の
み
必
要
と
な
る
経
費
の
増
を
、
平
成
17

年
度
の
予
算
を
ベ
ー
ス
に
概
算
で
計
算
し
た
結

果
は
、
下
の
表
１
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

経 費　 

  業務等

経常的経費（毎年必要な経費） 一時的経費（当初１年のみ必要な経費）

事業費増
（一般財源ベース） 主な使い道 事業費増

（一般財源ベース） 主な使い道

福祉関係 1億4,700万円
・福祉事務所の設置

・県負担割合の変化
1,000万円 ・内容変更の通知など

教育関係 500万円 ・県指導主事の受入 900万円 ・学校備品などの修正

看板・印刷物関係 ― ― 5,300万円
・公共施設看板の修正

・各種印刷物の修正　

コンピューター関係 ― ― 1億5,700万円 ・システム修正など

各種団体関係 300万円 ・加入負担金などの増 3,200万円 ・団体備品などの修正

計 1億5,500万円 ― 2億6,100万円 ―

◆表1 町から市になった場合の財政負担て
は
税
額
が
変
わ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

●
住
民
税（
市
町
村
・
県
民
税
）に
つ
い
て

　

個
人
の
住
民
税
は
、
所
得
金
額
に
応
じ
て
額

が
変
わ
る「
所
得
割
」と
、
そ
れ
ぞ
れ
が
一
定
の

額
を
負
担
す
る「
均
等
割
」が
あ
り
ま
す
。
所
得

割
は
前
年
の
所
得
金
額
か
ら
計
算
さ
れ
る
た
め

町
が
市
に
な
っ
て
も
変
わ
り
ま
せ
ん
。ま
た
市
・

町
民
税
の
均
等
割
は
年
額
３
、０
０
０
円
、
県

民
税
の
均
等
割
は
年
額
１
、０
０
０
円
で
市
町

村
同
一
の
金
額
で
す
。
そ
の
た
め
三
好
町
が
市

に
な
っ
て
も
、
住
民
税
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

●
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
に
つ
い
て

　

三
好
町
の
固
定
資
産
税
の
税
率
は
１
・
４
％
、

都
市
計
画
税
は
０
・
３
％
で
町
と
市
の
違
い
は

あ
り
ま
せ
ん
。
な
お
毎
年
、
税
法
に
基
づ
く
税

負
担
の
調
整
措
置
に
よ
り
税
額
が
変
わ
る
こ
と

が
あ
り
ま
す
。

　

三
好
町
の
都
市
計
画
区
域
は
、
優
先
的
、
計

画
的
に
市
街
化
を
進
め
る「
市
街
化
区
域
」と
市

街
化
を
抑
制
す
る「
市
街
化
調
整
区
域
」に
区
分

 

税
負
担
は
ど
う
な
る
の

　
「
市
に
な
る
と
税
金
が
高
く
な
る
の
？
」
と

多
く
の
皆
さ
ん
が
疑
問
を
持
っ
て
い
る
と
思
い

ま
す
。
ま
た
一
昨
年
に
行
っ
た「
合
併
に
関
す

る
ア
ン
ケ
ー
ト
」で
は
、
単
独
で
町
と
答
え
た

人
の
理
由
と
し
て
「
市
に
な
る
と
税
負
担
が
増

え
る
か
ら
」と
い
う
回
答
が
多
く
あ
り
ま
し
た
。

そ
こ
で
、
現
行
の
税
制
度
で
市
に
な
っ
た
場
合

に
「
税
負
担
」
が
ど
の
よ
う
に
変
わ
る
の
か
紹

介
し
ま
す
。

 

税
金
の
種
類

　

税
金
は
住
み
よ
い
地
域
社
会
を
築
く
た
め
の

費
用
を
、
住
民
の
皆
さ
ん
に
広
く
負
担
し
て
い

た
だ
く
も
の
で
、
国
に
納
め
る
所
得
税
な
ど
の

国
税
、
県
に
納
め
る
自
動
車
税
な
ど
や
、
市
町

村
に
納
め
る
住
民
税
、
固
定
資
産
税
な
ど
の
地

方
税
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

　

現
在
、
三
好
町
に
納
め
て
い
た
だ
い
て
い
る

町
税
は
７
種
類
あ
り
ま
す
。（
表
２
）

 

市
に
な
る
と

　

税
金
に
は
、
税
額
が
一
律
で
決
ま
っ
て
い
る

も
の
や
収
入
金
額
、
土
地
や
建
物
な
ど
の
評
価

額
か
ら
計
算
さ
れ
る
も
の
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

町
が
市
に
な
る
こ
と
で
、
収
入
金
額
を
基
に
税

額
を
計
算
す
る
所
得
税
や
住
民
税
な
ど
は
変
わ

り
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
固
定
資
産
税
や
都
市
計

画
税
、
国
民
健
康
保
険
税
の
資
産
割
額
に
つ
い

さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
区
分
の
こ
と
を
一
般
的

に「
線
引
き
」と
い
い
ま
す
。

　

町
が
市
に
な
る
こ
と
で
建
物
や
住
宅
地
な
ど

の
税
金
が
増
え
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

し
か
し
、
市
街
化
区
域
内
に
あ
る
農
地
に
つ

い
て
は
、
課
税
方
法
が
変
わ
り
ま
す（
６
ペ
ー

ジ
表
３
）。町
の
場
合
、
市
街
化
区
域
内
の
農
地

は
市
街
化
農
地
の
課
税
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、

市
に
な
る
と
原
則
と
し
て
宅
地
並
み
課
税
と
な

り
税
負
担
が
増
え
ま
す
。
た
だ
し
、
５
０
０
㎡

以
上
の
一
団
と
な
っ
た
農
地
な
ど
、
一
定
の
要

件
を
満
た
し「
保
全
す
る
農
地
」と
し
て「
生
産

緑
地
地
区
」に
指
定
さ
れ
た
農
地
に
つ
い
て
は
、

市
街
化
調
整
区
域
内
の
農
地
と
同
様
の
課
税
と

な
り
税
負
担
を
軽
減
で
き
ま
す
。
し
か
し
、
そ

の
場
合
は
農
地
以
外
の
利
用
が
で
き
な
い
と
い

っ
た
規
制
な
ど
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

詳
し
く
は
６
、７
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

以
上
が
市
に
な
っ
た
場
合
に
生
じ
る
、
税
負

担
の
主
な
変
更
点
で
す
。

▼問い合わせ＝市制準備室

　☎（32）8013　　（32）2165

　 shisei@town.aichi-miyoshi.lg.jp

掲載予定号 テーマ
第４回 　9月15日号 国勢調査と町の歩み
第５回 10月15日号 市と町の違いについて③

　「単独のまちづくり」を進める三好

町では、「町制」と「市制」について広

報６月15日号から５回シリーズで

紹介し、町民の皆さんと一緒に考え

ていきます。

　今後のまち

づくりについ

て考えてみま

せんか。

●皆さんの意見をお聞かせください●

写真は生産緑地のイメージ写真です

第３回　市と町の違いについて②
一緒に考えよう!「町制」と「市制」

税　目 税負担
住民税 同一

軽自動車税 同一

固定資産税 増加
（市街化区域農地のみ）

都市計画税 増加
（市街化区域農地のみ）

国民健康
保険税　

増加
 （市街化区域農地にか
   かる資産割額のみ）

町たばこ税 同一
特別土地保有税 同一

◆ 表2 町税の種類と市になった場合の
税負担の違い

　
「
町
制
」と「
市
制
」に
つ
い
て
５
回
シ
リ
ー
ズ
で
皆

さ
ん
に
紹
介
す
る
コ
ー
ナ
ー
、一
緒
に
考
え
よ
う
！「
町

制
」と「
市
制
」。

　

第
２
回
目
と
な
る
今
回
は
福
祉
行
政
や
選
挙
制
度
、

議
会
の
違
い
を
紹
介
し
ま
す
。
な
お
５
ペ
ー
ジ
の
表
１

「
各
区
分
に
お
け
る
市
と
町
の
違
い
」も
ご
覧
く
だ
さ
い
。

 

福
祉
行
政
の
違
い

　

福
祉
行
政
に
つ
い
て
市
と
町
の
一
番
大
き
な
違
い
は

「
福
祉
事
務
所
の
設
置
」
で
す
。

　

市
に
な
る
と
社
会
福
祉
法
に
よ
り
、
福
祉
事
務
所
の

設
置
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
す
。
福
祉
事
務
所
が
設
置
さ

れ
る
と
、
現
在
県
が
行
っ
て
い
る
生
活
保
護
の
決
定
や

障
害
児
福
祉
手
当
の
支
給
、
家
庭
児
童
相
談
に
関
す
る

こ
と
な
ど
の
事
務
は
、
皆
さ
ん
に
と
っ
て
最
も
身
近
な

「
市
」
が
直
接
行
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
そ
の
た
め
住

民
ニ
ー
ズ
が
的
確
に
把
握
さ
れ
、
迅
速
な
対
応
が
で
き

る
な
ど
、
よ
り
き
め
細
や
か
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
が
提
供

で
き
ま
す
。

　

な
お
福
祉
事
務
所
に
は
、
社
会
福
祉
主
事
な
ど
、
福

祉
専
門
職
員
の
配
置
や
組
織
体
制
の
整
備
が
必
要
と
な

り
、
そ
の
分
経
費
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

選
挙
制
度
の
違
い

●
告
示
期
間

　

選
挙
が
近
く
行
わ
れ
る
こ
と
を
公
に
す
る
告
示
の
時

期
に
つ
い
て
は
、
町
議
会
議
員
お
よ
び
町
長
選
挙
は
選

挙
前
の
少
な
く
と
も
５
日
前
で
す
が
、
市
に
な
る
と
７

日
前
ま
で
に
変
わ
り
ま
す
。

●
供
託
金

　

選
挙
に
立
候
補
す
る
場
合
の
供
託
金
に
つ
い
て
、
市

長
選
挙
は
町
長
選
挙
の
50
万
円
か
ら
１
０
０
万
円
に
変

わ
り
ま
す
。
ま
た
市
議
会
議
員
の
選
挙
に
つ
い
て
も
、

町
会
議
員
の
場
合
は
必
要
な
い
の
に
対
し
、
30
万
円
が

必
要
に
な
り
ま
す
。

●
選
挙
運
動
用
は
が
き
の
頒
布
数

　

選
挙
運
動
の
た
め
に
使
用
で
き
る
通
常
は
が
き
の
頒

布
数
に
つ
い
て
、
市
長
選
挙
は
８
、０
０
０
枚
、
市
議

会
議
員
選
挙
は
２
、０
０
０
枚
に
変
わ
り
ま
す
。

●
選
挙
事
務
委
託
金

　

市
町
村
長
選
挙
や
市
町
村
議
会
議
員
選
挙
の
事
務
に

要
す
る
経
費
は
、そ
の
市
町
村
の
負
担
と
な
り
ま
す
が
、

国
や
県
の
選
挙
で
は
そ
の
事
務
に
要
す
る
経
費
が
、
国

や
県
か
ら
選
挙
事
務
委
託
金
と
し
て
交
付
さ
れ
ま
す
。

　

市
と
町
で
は
そ
の
委
託
基
準
が
変
わ
り
、
交
付
金
額

が
町
の
場
合
よ
り
多
く
な
り
ま
す
。

 

議
会
の
違
い

●
議
員
の
定
数

　

議
員
の
定
数
の
上
限
は
地
方
自
治
法
に
よ
り
「
人

口
１
万
人
以
上
２
万
人
未
満
の
町
村
」
は
22
人
「
人
口

５
万
人
未
満
の
市
及
び
人
口
２
万
人
以
上
の
町
村
」
は

26
人
「
人
口
５
万
人
以
上
15
万
人
未
満
の
市
」
は
30
人

な
ど
、
市
と
町
村
の
区
分
や
人
口
に
よ
り
定
め
ら
れ
て

い
ま
す
。

　

三
好
町
は
現
在
「
人
口
５
万
人
未
満
の
市
及
び
人
口

２
万
人
以
上
の
町
村
」
に
該
当
し
、
上
限
は
26
人
。
市

に
な
る
と
30
人
に
な
り
ま
す
。
し
か
し
市
町
の
条
例
に

よ
り
定
数
を
定
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
三
好
町

で
は
「
三
好
町
議
会
議
員
の
定
数
を
定
め
る
条
例
」
に

よ
り
、
議
員
の
定
数
を
24
人
と
し
て
い
ま
す
。

●
招
集
の
告
示

　

議
会
に
お
け
る「
招
集
」と
は
、議
会
の
た
び
に
議
員

が
一
定
の
日
時
に
一
定
の
場
所
へ
集
合
す
る
こ
と
を
知

ら
せ
る
行
為
の
こ
と
で
、
招
集
の
権
限
は
市
町
村
長
に

あ
り
ま
す
。
招
集
の
告
示
は
、
市
に
な
る
と
議
会
開
会

の
７
日
前
ま
で
に
行
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

●
議
決
事
項

　

議
会
の
議
決
権
に
は
、
条
例
の
制
定
や
改
廃
な
ど
、

ま
ち
の
意
思
決
定
機
関
と
し
て
さ
ま
ざ
ま
な
議
決
事
項

が
あ
り
ま
す
が
、
町
か
ら
市
に
な
る
と
、
工
事
な
ど
の

契
約
お
よ
び
不
動
産
・
動
産
の
売
買
の
議
決
を
必
要
と

す
る
金
額
が
表
１
の
よ
う
に
な
り
、
議
決
要
件
が
変
わ

り
ま
す
。

区　　分 項　　目 町 市

福　祉

福祉事務所
置かなくてよい 必ず設置

社会福祉主事

障害児福祉手当の支給
県の事務

　※県が経費を負担

市の事務
　
　※市が経費を負担

特別障害者手当の支給

経過的福祉手当の支給

身体障害者用自動車改造費
の補助

生活保護

家庭児童相談員の設置

児童扶養手当の支給

母子生活支援施設への入所、
保護の実施

母子家庭自立支援給付金の
支給

助産施設への入所、助産の
実施

高等技術訓練促進事業

常用雇用転換奨励事業

選　挙

告示日 町長・議会議員選挙期日の５日前 市長・議会議員選挙期日の７日前

供託金
町長選挙…50万円
町議会議員選挙…なし

市長選挙…100万円
市議会議員選挙…30万円

選挙運動に使用できる
はがきの枚数

町長選挙…2,500 枚まで
町議会議員選挙…800枚まで

市長選挙…8,000 枚まで
市議会議員選挙…2,000 枚まで

議　会

議員定数の上限
人口２万人以上の町村は26人
（三好町は条例により定数 24人）

人口５万人以上10万人未満の市は
30人
（議会議決により条例で定める）

議会の招集 開会日の５日前 開会日の７日前

議決事項

工事契約等（5,000 万円以上）
財産の取得売買（700万円以上）
 三好町は条例により
 工事請負契約 6,000 万円以上
 財産の取得売買 2,000 万円以上

工事契約等（1億 5,000 万円以上）
財産の取得売買（2,000 万円以上）

一
緒
に
考
え
よ
う
！「
町
制
」と「
市
制
」

「
市
と
町
の
違
い
に
つ
い
て
」①

▼問い合わせ＝市制準備室
　☎（32）8013　　（32）2165
　 shisei@town.aichi-miyoshi.lg.jp

掲載予定号 テーマ
第３回 　8月15日号 市と町の違いについて②
第４回 　9月15日号 国勢調査と町の歩み
第５回 10月15日号 市と町の違いについて③

　「単独のまちづくり」を進める三好町では、

「町制」と「市制」について広報６月15日号から

５回シリーズで紹介し、

町民の皆さんと一緒に

考えていきます。今後

のまちづくりについて

考えてみませんか。

●皆さんの意見をお聞かせください●

表１　各区分における市と町の違い

第２回　市と町の違いについて①
一緒に考えよう!「町制」と「市制」

第
２
回

○○

○
○○

○ ○

○

○ ○

○ ○

○○
一
緒
に
考
え
よ
う
！「
町
制
」と「
市
制
」

第
１
回「
市
制
の
要
件
」

町
が
市
に
な
る
た
め
に
は
、

地
方
自
治
法
と
愛
知
県

条
例
、さ
ら
に
総
務
省
通
知「
市

制
施
行
協
議
基
準
」
に
定
め
ら

れ
た
要
件
を
全
て
満
た
す
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
法
律
な

ど
で
定
め
ら
れ
た
要

件
と
、
三
好
町
の
現

在
の
状
況
を
比
較
し

た
場
合
、
次
の
よ
う

に
な
り
ま
す
。

　

こ
の
結
果
か
ら
見

る
と
、
三
好
町
は
市

に
な
る
た
め
に
必
要

な
要
件
を
お
お
む
ね

満
た
し
て
い
る
と
言

え
ま
す
。

　
「
町
制
」と「
市
制
」に
つ
い
て
５
回
シ
リ
ー
ズ
で
紹
介
す
る
コ
ー
ナ
ー
、一
緒

に
考
え
よ
う
！「
町
制
」と「
市
制
」。
第
１
回
目
と
な
る
今
回
は
、三
好
町
が
市

に
な
る
た
め
に
必
要
な
要
件
と
三
好
町
の
状
況
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

▼問い合わせ＝市制準備室
　☎（32）8013　　（32）2165
　 shisei@town.aichi-miyoshi.lg.jp

掲載号 テーマ
第１回 　6月15日号 市制の要件
第２回 　7月15日号 市と町の違いについて①
第３回 　8月15日号 市と町の違いについて②
第４回 　9月15日号 国勢調査と町の歩み
第５回 10月15日号 市と町の違いについて③

　「単独のまちづくり」を進める三好町では、

「町制」と「市制」について５回シリーズで紹介し、

町民の皆さんと一緒に考えていきます。

　三好町の今後

のまちづくりに

ついて、一緒に

考えてみません

か。皆さんの意

見をお寄せくだ

さい。

　
　

国
勢
調
査
な
ど
の
全
国
的
な
人
口

調
査
で
集
計
さ
れ
た
人
口
が
、
５
万
人

以
上
で
あ
る
か
。

　
　

町
の
平
成
17
年
６
月
１
日
現
在

の
人
口
は
５
万
３
、６
９
８
人
で
す
。

今
年
10
月
に
行
わ
れ
る
国
勢
調
査
で

は
、
５
万
人
を
超
え
る
こ
と

は
確
実
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
　

農
林
漁
業
以
外
の
産
業

に
従
事
す
る
人
、
そ
の
同
一

世
帯
に
属
す
る
人
の
数
の
合

計
が
、
町
の
全
人
口
の
６
割

以
上
で
あ
る
か
。

　
　

平
成
12
年
の
国
勢
調
査
で
は
、
製

造
業
や
サ
ー
ビ
ス
業
と
い
っ
た
第
２

次
・
第
３
次
産
業
に
従
事
す
る
人
の
合

計
が
全
体
の
９
割（
96
・
１
％
）を
超
え

て
い
ま
す
。

　
　

一
つ
ひ
と
つ
の
建
物

の
連
な
り
で
形
成
さ
れ
る

町
の
中
心
の
市
街
地（
原

則
と
し
て
役
場
の
所
在
す

る
市
街
地
）の
区
域
内
に

あ
る
戸
数
が
、
町
の
全
戸

数
の
６
割
以
上
で
あ
る
か
。

　
　

町
は
こ
の
要
件
を
お

お
む
ね
満
た
し
て
い
る
と

考
え
ら
れ
ま
す
。
今
後
、

調
査
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　
　

愛
知
県
の
条
例
で
定

め
る
都
市
的
施
設
や
都
市

と
し
て
の
要
件
を
備
え
て

い
る
か
。

　
　

次
ペ
ー
ジ
の
愛
知
県

条
例
の
要
件
は
、
全
て
満

た
し
て
い
ま
す
。

　
　

町
の
住
民
の
担
税
力

と
町
の
財
政
状
況
が
十
分

で
あ
る
か
。

　
　

住
民
の
担
税
力
、
町

の
財
政
力
と
も
に
同
一
規

模
の
市
と
比
較
し
て
遜

そ
ん
し
ょ
く色

は
な
い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
　

軌
道
、
バ
ス
、
定
期

船
な
ど
の
交
通
施
設
が
整

備
さ
れ
て
い
る
か
。

　
　

名
鉄
豊
田
線
、
町
営

の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
バ
ス

（
さ
ん
さ
ん
バ
ス
）２
系
統
、

名
鉄
の
路
線
バ
ス
３
系
統

が
運
行
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
　

都
市
計
画
事
業
が
施

行
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
お

よ
び
主
要
幹
線
街
路
の
舗

装
な
ど
街
路
施
設
が
、
あ

る
程
度
整
備
さ
れ
て
い
る

か
。

　
　

区
画
整
理
事
業
、
都

市
公
園
、
都
市
計
画
道
路
、

下
水
道
な
ど
の
事
業
が
行

わ
れ
て
お
り
、
主
要
幹
線

街
路
の
舗
装
率
は
、
平
成

17
年
４
月
１
日
現
在
、
県

道
が
１
０
０
％
、
町
道
が

99
・
４
％
で
す
。

　
　

将
来
発
展
性
が
あ
る

か
。

　
　

町
は
総
合
計
画
の
も

と「
ゆ
と
り
と
活
気
あ
る

ふ
れ
あ
い
の
ま
ち
」を
目

指
し
て
、
福
祉
、
教
育
、

環
境
事
業
を
積
極
的
に
進

め
、
都
市
と
し
て
さ
ら
な

る
発
展
を
目
指
し
て
い
ま

す
。

　
　

同
規
模
の
市
と
比
べ
て
、

上
・
下
水
道
、
病
院
、
診
療
所
、

塵
埃
処
理
施
設
な
ど
の
保
健
衛

生
施
設
が
同
じ
程
度
あ
る
か
。

　
　

平
成
17
年
４
月
１
日
現

在
、
町
の
上
水
道
普
及
率
は

（
99
・
９
％
）、
下
水
道
普
及
率

は（
93
・
０
％
）で
す
。
ま
た
病

院
は
２
カ
所
、
診
療
所
は
32
カ

所
あ
り
ま
す
。

　
　

学
校
教
育
法
第
４
章
に
規

定
す
る
高
等
学
校
、
ま
た
は
同

法
第
98
条
第
１
項
の
規
定
に
よ

る
中
等
学
校
が
、
同
規
模
の
市

と
比
べ
て
同
じ
程
度
あ
る
か
。

　
　

愛
知
県
立
三
好
高
等
学
校

が
あ
り
、
要
件
は
満
た
し
て
い

る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
　

同
規
模
の
市
と
比
べ
、
相

当
の
規
模
の
図
書
館
、
博
物
館
、

公
会
堂
、
総
合
運
動
場
、
ま
た

は
公
園
な
ど
の
文
化
施
設
が
あ

る
か
。

　
　

文
化
セ
ン
タ
ー
サ
ン
ア
ー

ト
を
は
じ
め
、
総
合
運
動
公
園
、

そ
の
ほ
か
の
公
園
、
地
区
公
民

館
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　
　

農
林
漁
業
以
外
の
産
業
に

従
事
す
る
人
、
そ
の
同
一
世
帯

に
属
す
る
人
の
数
の
合
計
が
、

最
近
３
年
間
で
増
加
傾
向
に
あ

る
か
。

　
　

平
成
７
年
の
国
勢
調
査
で

第
２
次
・
第
３
次
産
業
に
従
事

す
る
人
は
、
２
万
１
１
３
人
、

平
成
12
年
の
国
勢
調
査
で
は
、

２
万
２
、９
０
０
人
で
、
２
、７

８
７
人
増
加
し
ま
し
た
。
今
年

10
月
の
国
勢
調
査
で
は
、
さ
ら

に
増
加
す
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
　

愛
知
県
内
の
市（
名
古
屋

市
を
除
く
）と
比
べ
て
、町
の
住

民
一
人
当
た
り
の
直
接
国
税
と

地
方
税（
目
的
税
を
除
く
）の
納

税
額
が
同
額
、
ま
た
は
そ
れ
以

上
で
あ
る
か
。

　
　

納
税
額
に
つ
い
て
は
、
愛

知
県
内
の
市
と
比
較
し
て
遜

そ
ん
し
ょ
く色

は
な
い
と
思
わ
れ
ま
す
。

　
　

官
公
署
、
銀
行
、
会
社
、

工
場
、
劇
場
、
映
画
館
の
数
お

よ
び
財
政
、
産
業
、
交
通
な
ど

の
状
況
が
お
お
む
ね
ほ
か
の
市

と
比
べ
て
遜そ

ん
し
ょ
く色
は
な
い
か
。

　
　

こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、
愛

知
県
内
の
市
と
比
較
し
て
遜

そ
ん
し
ょ
く色

は
な
い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。　

　
　
　
　

Ｑ
１

Ａ
１

Ｑ
２

Ａ
２

Ｑ
４

Ａ
４

Ａ
３

Ｑ
３

市制施行協議基準で定めら
れている４つの要件
　（全１４項目のうち地方自治法と
　  愛知県条例と重複しない要件）

市制の要件

愛知県条例で定められてい
る６つの要件

市制の要件

Ａ
４

Ｑ
４

Ａ
３

Ｑ
３

Ａ
２

Ｑ
２

Ａ
１

Ｑ
１

Ａ
４

Ｑ
４

Ａ
３

Ｑ
３

Ａ
２

Ｑ
２

Ａ
１

Ｑ
１

Ａ
５

Ｑ
５

Ａ
６

Ｑ
６

国
県
町

地方自治法（第８条第1項）で
定められている４つの要件

市制の要件

ま
た
は
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「
町
制
」と「
市
制
」に
つ
い
て
５
回
シ
リ
ー
ズ
で

皆
さ
ん
に
紹
介
す
る
コ
ー
ナ
ー
、
一
緒
に
考
え
よ

う
！「
町
制
」と「
市
制
」。第
４
回
目
と
な
る
今
回

の
テ
ー
マ
は「
国
勢
調
査
」で
す
。　

　

町
か
ら
市
に
な
る
た
め
に
は
さ
ま
ざ
ま
な
要
件

が
あ
り
ま
す
が
、
そ
の
一
つ
に「
人
口
５
万
人
以

上
」と
い
う
条
件
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
人
口
と
は

「
最
近
の
国
勢
調
査
に
よ
る
人
口
」の
こ
と
。
そ
こ

で
今
回
は
、
町
の
国
勢
調
査
人
口
の
推
移
と
町
の

歩
み
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

 

町
の
変
ぼ
う

　

今
か
ら
47
年
前
の
昭
和
33
年
４
月
１
日
「
三
好

町
」
が
誕
生
し
ま
し
た
。
町
制
に
移
行
し
た
後
の

最
初
の
国
勢
調
査
人
口
は
９
、１
６
１
人
。
現
在

の
お
よ
そ
６
分
の
１
の
人
口
で
し
た
。

　

そ
の
後
、
愛
知
用
水
の
通
水
に
よ
り
発
展
の
転

機
を
迎
え
た
わ
が
町
は
、
工
業
団
地
が
造
成
・
整

備
さ
れ
、
ト
ヨ
タ
自
動
車
を
は
じ
め
多
く
の
企
業

が
立
地
し
ま
し
た
。
ま
た
名
鉄
豊
田
線
の
開
通
や

三
好
ケ
丘
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
の
街
び
ら
き
、
東
名
三

好
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
の
開
通
な
ど
に
よ
り
、
大

き
く
発
展
し
て
き
ま
し
た
。

 

人
口
の
急
増

　

三
好
ケ
丘
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
の
街
び
ら
き
後
、
平

成
２
年
の
調
査
人
口
は
３
万
２
、２
４
１
人
。
町
制

施
行
後（
昭
和
35
年
）の
調
査
人
口
の
３
・
５
倍
以

上
の
増
加
で
し
た
。そ
の
後
も
３
万
９
、９
２
０
人

一
緒
に
考
え
よ
う
！「
町
制
」と「
市
制
」

「
国
勢
調
査
と
町
の
歩
み
」

▼問い合わせ＝市制準備室
　☎（32）8013　　（32）2165
　 shisei@town.aichi-miyoshi.lg.jp

掲載予定号 テーマ
第５回 10月15日号 市と町の違いについて③ 　「単独のまちづくり」を進める三好町では、

「町制」と「市制」について広報６月15日号から

５回シリーズで紹介し、

町民の皆さんと一緒に

考えていきます。今後

のまちづくりについて

考えてみませんか。

●皆さんの意見をお聞かせください●

◆三好町の過去の国勢調査人口の結果

第
４
回

回 実施年 世帯数
（世帯）

総人口
（人） 男（人） 女（人）

１ 大正9 1,304 6,175 3,094 3,081
2 14 1,249 6,021 3,011 3,010
3 昭和5 1,278 6,265 3,144 3,121
4 10 1,312 6,332 3,150 3,182
5 15 1,314 6,833 3,402 3,431
6 20 ー 9,279 4,669 4,610
7 25 1,682 9,372 4,786 4,586
8 30 1,689 9,006 4,607 4,399
9 35 1,760 9,161 4,702 4,459
10 40 2,720 14,438 8,133 6,305
11 45 4,385 19,734 10,530 9,204
12 50 6,086 25,303 13,515 11,788
13 55 7,330 28,552 15,263 13,289
14 60 7,816 30,039 16,044 13,995
15 平成2 8,842 32,241 17,333 14,908
16 7 12,192 39,920 21,344 18,576
17 12 15,374 47,684 25,553 22,131

Q
市
街
化
区
域
農
地
の
課
税
は
ど
う
な
る
の

か
。

A
市
に
な
る
と
市
街
化
区
域
農
地
は
、
宅
地
並

み
課
税
と
な
り
ま
す
。
宅
地
の
評
価
額
か
ら
そ

の
農
地
に
係
る
造
成
費
を
引
い
た
も
の
に
３
分

の
１
を
掛
け
た
も
の
が
課
注
１

税
標
準
額
に
な
り
ま

す
。
な
お
市
に
な
っ
た
初
年
度
目
の
課
税
標
準

額
は
①
前
記
の
課
税
標
準
額
に
０･

２
の
軽
減

率
を
乗
じ
ま
す
（
２
年
度
目
は
０
・
４
、３
年
度

目
は
０･

６
、４
年
度
目
は
０
・
８
）。
さ
ら
に
各

年
②
特
定
市
街
化
区
域
農
地
と
み
な
し
た
課
税

標
準
額
を
算
出
し
、
①
と
②
を
比
べ
て
少
な
い

額
が
実
際
の
課
税
標
準
額
に
な
り
ま
す
。

（
注
１
）課
税
標
準
額
…
税
額
を
計
算
す
る
基
礎

と
な
る
額
で
、
課
税
標
準
額
に
税
率
を
掛
け
た

も
の
が
税
額
に
な
り
ま
す
。

Q
区
画
整
理
事
業
の
完
了
し
て
い
な
い
市
街
化

区
域
農
地
の
課
税
は
ど
う
な
る
の
か
。

A
従
前
地
の
状
況
で
宅
地
並
評

価
を
し
、
宅
地
並
み
課
税

を
し
ま
す
。

第４回　国勢調査と町の歩み
一緒に考えよう!「町制」と「市制」

皆さんからの
　　　ご質問にお答えします

【参考】

●特定市街化区域農地の税額の求め方

　次の①または②のうちいずれか少ない額になります。

　①　特定市街化区域農地の評価額×1/3×税率（1.4％）

　②　前年度の課税標準額（前年度の賦課期日において特定市街化

　　　区域農地であったものとみなした課税標準額）×表１に掲げ

　　　る負担水準の区分に応じた負担調整率×税率（1.4％）

※②の額を計算する場合、負担水準が 0.8 以上の土地と負担水準

が 0.5 以上で価格下落率が 0.15 以上の土地については、前年度の

税額に据え置いた額となります。

負担水準 負担調整率
  0.4～0.8 　 1.025
  0.3～0.4 　 1.05
  0.2～0.3 　 1.075
  0.1～0.2 　 1.1
       ～0.1 　 1.15

◆表１

（注２）負担水準は農地の価額に
３分の１を掛けて算定します。

　また、新たに特定市街化区域農地となり、課税

の適正化措置の対象となったものについては、上

記①に代わって次の式により算出します。

　評価額×1/3×表２に掲げる率×税率（1.4％）

年度 初年度目 2年度目 3年度目 4年度目
率 0.2 0.4 0.6 0.8

◆表２

（
平
成
７
年
）、４
万
７
、６
８
４
人
（
平
成
12
年
）

と
増
加
の
一
途
を
た
ど
っ
て
き
ま
し
た
。（
左
表
参

照
）

　

こ
の
間
、
三
好
町
で
は
住
民
福
祉
の
向
上
を
第

一
に
掲
げ
な
が
ら
「
ゆ
と
り
と
活
気
あ
る
ふ
れ
あ

い
の
ま
ち
」
づ
く
り
を
目
指
し
、
数
々
の
施
策
の

推
進
や
施
設
の
整
備
・
充
実
を
図
っ
て
き
ま
し
た
。

  

人
口
５
万
人
が
条
件

　

平
成
14
年
12
月
、
わ
が
町
の
住
民
登
録
人
口
は

５
万
人
を
突
破
し
ま
し
た
。
そ
こ
で
今
年
10
月
に

行
わ
れ
る
国
勢
調
査
は
、
市
制
施
行
の
要
件
と
な

る
「
人
口
５
万
人
以
上
」
と
い
う
数
値
を
把
握
す

る
、
特
に
重
要
な
調
査
と
な
り
ま
す
。

三好町の総人口(人)
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国
勢
調
査
実
施
年

注２

第3回　市と町の違いについて②
一緒に考えよう!「町制」と「市制」

 

農
地
に
対
す
る
課
税

　

三
好
町
が
市
に
な
る
と
三
大
都
市
圏
の
特
定
市

（
首
都
圏
、
近
畿
圏
、
中
部
圏
に
あ
る
市
な
ど
の

こ
と
）に
該
当
す
る
こ
と
に
な
り
、
市
街
化
区
域

内
に
あ
る
農
地
が
図
１
の
よ
う
に
区
分
さ
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。
そ
し
て
、
こ
の
農
地
の
区
分
ご

と
に
税
額
な
ど
の
計
算
方
法
が
異
な
り
ま
す
。

　

ま
た
農
地
に
対
す
る
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画

税
の
評
価
と
課
税
方
法
を
、
町
と
市
の
場
合
で
比

較
す
る
と
表
３
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。
な
お
、
市

街
化
区
域
内
農
地（
特
定
市
街
化
区
域
農
地
）の
固

定
資
産
税
と
都
市
計
画
税
の
税
額
の
計
算
方
法
は
、

下
記
の
と
お
り
で
す
。

 

生
産
緑
地
制
度（
法
制
度
）

●
生
産
緑
地
制
度
の
意
義

　

生
産
緑
地
制
度
と
は
、
市
街
化
区
域
内
に
あ
る

農
地
の
緑
地
機
能
に
着
目
し
て
、
公
害
や
災
害
の

防
止
、
都
市
の
環
境
保
全
な
ど
に
役
立
つ
農
地
を

計
画
的
に
保
全
し
、
良
好
な
都
市
環
境
の
形
成
を

図
る
た
め
の
都
市
計
画
の
制
度
で
す
。（
図
２
）

　

三
大
都
市
圏
の
特
定
市
の
市
街
化
区
域
内
農
地

は
「
宅
地
化
す
る
農
地（
よ
り
計
画
的
な
住
宅
宅

地
供
給
を
促
進
す
る
観
点
か
ら
、
そ
の
積
極
的
な

活
用
を
図
る
農
地
）」
と
「
保
全
す
る
農
地（
農
業

と
調
和
し
た
形
で
都
市
の
良
好
な
生
活
環
境
を
確

保
す
る
観
点
か
ら
、
そ
の
計
画
的
・
永
続
的
な
保

全
を
図
る
農
地
）」
に
区
分
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。（
６
ペ
ー
ジ
図
１
）

●
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
要
件（
図
２
の
Ａ
）

　

市
街
化
区
域
内
に
あ
る
現
に
農
業
の
用
に
供
さ

れ
て
い
る
農
地
で
、
次
の
す
べ
て
の
要
件
を
満
た

す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

① 

農
業
が
営
ま
れ
て
い
る
こ
と
で
、
公
害
や
災
害

防
止
、
都
市
環
境
の
保
全
と
い
っ
た
生
活
環
境

機
能
と
し
て
の
役
割
を
果
た
し
て
い
る
こ
と
。

② 

将
来
、
公
園
や
緑
地
な
ど
の
公
共
施
設
な
ど
の

敷
地
と
し
て
適
し
て
い
る
こ
と
。

③ 

面
積
が
一
団
で
５
０
０
㎡
以
上
の
農
地
で
あ
る

こ
と
。

④
農
業
の
継
続
が
可
能
で
あ
る
こ
と
。

⑤ 

ほ
か
の
都
市
計
画
事
業
に
支
障
を
き
た
す
こ
と

の
な
い
こ
と
。

●
生
産
緑
地
地
区
の
管
理（
図
２
の
Ｂ
）

　

農
地
と
し
て
管
理
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
、

農
地
以
外
の
利
用
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。
そ
の

た
め
、
建
物
の
建
築
や
土
地
の
形
質
の
変
更
な
ど

の
行
為
は
許
可
さ
れ
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、町
長（
市

長
）の
許
可
を
受
け
た
一
定
の
農
業
用
施
設（
ビ

ニ
ー
ル
ハ
ウ
ス
な
ど
）
は
可
能
で
す
。

町
が
市
に
な
っ
た
場
合
の
農
地
に
対
す
る
課
税
と
生
産
緑
地
制
度
に
つ
い
て

町 市
市街化調整
区域内農地

・農地評価 
・農地課税

市街化区域
内農地　　

・ 宅地並み評価
・ 農地に準じた
課税

生産緑地地区に
指定しない農地
（宅地化する農地）

・ 宅地並み評価
・ 宅地並み課税

生産緑地地区に
指定された農地
（保全する農地）

・農地評価
・農地課税

※ 相続税の納税猶予・免除制度の特例の適用は、従来どおりです。

◆表3 農地に対する固定資産税・都市計画税の課税方法

●
買
い
取
り
申
し
出（
図
２
の
Ｃ
）

　

次
の
い
ず
れ
か
の
場
合
、
生
産
緑
地
地
区
に
指

定
さ
れ
た
土
地
を
買
い
取
る
よ
う
に
町
長（
市
長
）

に
対
し
て
申
し
出
が
で
き
ま
す
。
こ
の
場
合
、
町

長（
市
長
）は
特
別
の
事
情
が
な
い
限
り
、
当
該
生

産
緑
地
を
時
価
で
買
い
取
る
も
の
と
さ
れ
て
い
ま

す
。

① 

生
産
緑
地
地
区
に
指
定
さ
れ
て
か
ら
30
年
を
経

過
し
た
と
き
。

② 

農
業
の
主
た
る
従
事
者
が
死
亡
し
た
り
、
農
業

に
従
事
す
る
こ
と
を
不
可
能
と
さ
せ
る
故
障
が

生
じ
た
り
し
た
と
き
。

●
指
定
解
除（
図
２
の
Ｄ
）

　

基
本
的
に
は
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
を
解
除
す

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
が
、
次
の
い
ず
れ
か
の
場

合
は
、
指
定
が
解
除
さ
れ
ま
す
。

① 

生
産
緑
地
の
買
い
取
り
申
し
出
の
日
か
ら
３
カ

月
以
内
に
所
有
権
移
転(

相
続
な
ど
に
よ
る
移

転
を
除
く
）が
行
わ
れ
な
か
っ
た
場
合
。

② 

公
共
施
設
な
ど
の
敷
地（
用
地
）と
な
っ
た
場
合
。

③  

①
、②
の
解
除
に
よ
っ
て
、
残
っ
た
農
地
で
は
、

生
産
緑
地
地
区
の
指
定
要
件
を
満
た
さ
な
く

な
っ
た
場
合
。

 

生
産
緑
地
地
区
の
指
定
な
ど
の
考
え
方

　

市
制
に
移
行
す
る
場
合
、
生
産
緑
地
制
度
の
公

平
性
を
高
め
適
正
な
運
用
を
行
う
た
め
に
、
ま
た

将
来
の
三
好
に
過
大
な
財
政
負
担
を
残
さ
な
い
た

め
、
妥
当
性
の
あ
る
明
確
な
指
定
基
準
な
ど
を
検

討
し
て
い
き
ま
す
。

原案の作成　市町村・都の特別区

公聴会等、都市計画地方審議会

土地所有者等の同意

生産緑地地区に関する都市計画の決定

農地等としての生産緑地の管理 市町村長等
（助言、指導等の協力要請）

市町村長への買い取りの申し出

買い取らない旨の
通知（1月以内）

買い取る旨の通知
（1月以内）

価格の協議（成立しない場合に
は収用委員会への裁決申請）

農林漁業希望者へのあっせん

農業の継続
法律の目的に従った適切
な管理（公園、緑地等と
して整備）

農地等とし
ての生産緑
地の管理

あっせん不調の場合には、
行為制限の解除（買い取
り申し出から3カ月後）

（特別の事情のある場合に限る）

■図2 生産緑地制度の概要

指定要件
・ 公害等の防止、農林漁業と調
和した都市環境の保全等の効
用
・公共施設等の用地に適
・500㎡以上
・用排水等の営農継続可能条件

■図1 市になった場合の市街化区域内農地の区分

市街化区域内農地
（特定市街化区域農地）

宅地化する農地

保全する農地

計画的な宅地化推進

生産緑地地区の指定

市街化調整区域への
編入（逆線引き）

●特定市街化区域農地の固定資産税（税率 1.4％）・都市計画税（税率 0.3％）の税額の求め方
次のアまたはイのうち、いずれか少ない額になります。
ア・特定市街化区域農地の評価額 × 1/3（都市計画税は 2/3） × 税率
　 ただし、市制により新たに特定市街化区域農地となった当初４年度間は、次式により算出します。
　・特定市街化区域農地の評価額 × 1/3（都市計画税は 2/3） × 右の表4の率 × 税率

年　度 率
初年度目 0.2
2年度目 0.4
3年度目 0.6
4年度目 0.8

◆表4

　   なお、イの額を算出する場合、負担水準が0.8以上の土地と負担水準が0.5以上で価格下落率が   
0.15以上の土地については、前年度の税額に据え置いた額となります。

イ・前年度の課税標
　　準額(※1）

右の表5の負担水準(※2）の
区分に応じた負担調整率× ×  税率

負担水準 負担調整率
0.4～0.8 1.025
0.3～0.4 1.05
0.2～0.3 1.075
0.1～0.2 1.1
　  ～0.1 1.15

◆表5
※1  課税標準額は、土地などの固定資産を評価して価格を決定した後、その価格を基に算定さ
れます。上記イの場合は、前年度の賦課期日において特定市街化区域農地であったものと
みなした課税標準額になり、過去から再計算して算出するため、現在の市街化区域農地
とは課税標準額が異なります。

※2  負担水準とは、個々の土地の課税標準額が評価額に対してどの程度まで達しているかを
示し、上記イの場合は次の算式で求められます。

　　負担水準＝前年度課税標準額 /（新評価額（当該年度の評価額）×1/3(都市計画税は2/3））

●平成17年度が市制の初年度となったとして試算して、町の場合と比較すると
※ 税額は各筆の地形や負担水準などの条件によりそれぞれ異なるため、ここでは１つの事例（1,000㎡当たり）
として固定資産税と都市計画税を合計した税額の動きを概算で算出しています。

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
町 ① 89 98 108 119 128
市 ② 38 77 115 145 146
②-① ▲51 ▲21 7 26 18

◆事例Ａ 「ある田（17年度の負担水準0.2超）」 単位：千円

・町の場合は、負担水準に応じてなだらかに税負担が増えます。
・ 市になると、当初２年度は町の場合よりも税負担が減りま
すが、その後は町の場合よりも税負担が増えます。

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
町 ① 89 98 108 119 130
市 ② 43 86 128 156 157
②-① ▲46 ▲12 20 37 27

◆事例Ｂ 「ある畑（17年度の負担水準0.2超）」 単位：千円

・町の場合は、負担水準に応じてなだらかに税負担が増えます。
・ 市になると、この畑の事例では当初２年度は町の場合より
も税負担が減りますが、その後は町の場合よりも税負担が
増えます。

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
町 ① 80 88 97 107 117
市 ② 90 180 202 207 212
②-① 10 92 105 100 95

◆事例Ｃ 「ある畑（17年度の負担水準0.2未満）」単位：千円

・町の場合は、負担水準に応じてなだらかに税負担が増えます。
・ 市になると、この畑の事例では町の場合の税負担がもともと
低いため、事例Ｂよりも税負担の増加が急になります。

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
田 2 2 2 2 2
畑 1 1 1 1 1

◆生産緑地地区に指定された農地 単位：千円

　市制により特定市街化区域農地が生産緑地地区に指定され
ると、その農地は市街化調整区域内の農地と同様の農地課税
となります。そのため、生産緑地地区に指定されていない市
街化区域内の農地と比べ、税負担が軽減されます。

Ｂ

Ａ

Ｄ Ｄ

生産緑地指定後30年経過

主たる従事者の死亡等

Ｃ

第５回「市と町の違いについて」③
一緒に考えよう!「町制」と「市制」

Q
徳
島
県
に「
三
好
市
」が
２
０
０
６
年

３
月
１
日
に
で
き
ま
す
が
、
も
し
三
好

町
が
市
に
な
る
場
合「
三
好
市
」と
名
乗

れ
る
の
で
す
か
。
佐
賀
県「
鹿
島
市
」や

茨
城
県「
鹿
嶋
市
」の
よ
う
に
違
う
漢
字

に
し
な
け
れ
ば
い
け
ま
せ
ん
か
。

A
単
独
で
町
か
ら
市
に
な
る
よ
う
な
場

合
、
旧
町
の
名
前
の
部
分
を
変
え
な
い

こ
と
が
一
般
的
で
す
。
そ
の
た
め
三
好

町
の
場
合
は
、
三
好
市
と
な
る
の
が
通

例
な
の
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　

し
か
し
、
ご
質
問
の
よ
う
に
本
町
の

場
合
は
少
し
事
情
が
違
っ
て
く
る
可
能

が
あ
り
ま
す
。
そ
れ
は
、
次
の
よ
う
な

事
情
が
あ
る
か
ら
で
す
。

【
事
情
１
】

　

平
成
18
年
３
月
１
日
に
、
徳
島
県
三

皆さんからの
　　　ご質問にお答えします

好
郡
の
６
町
村
が
合
併
し「
三
好
市
」

が
誕
生
す
る
。

【
事
情
２
】

　

昭
和
45
年
に
国
か
ら
左
上
の
よ
う

な
通
知
が
で
て
い
る
こ
と
。

　

こ
の
通
知
で
国
は
、
同
じ
名
前
の

市
が
で
き
る
こ
と
は
国
民
生
活
に
混

乱
を
招
く
恐
れ
が
あ
る
の
で
望
ま
し

く
な
い
と
の
考
え
を
示
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
こ
う
し
た
状
況
に
対
し
徳

島
県
三
好
市
が
拒
否
し
な
け
れ
ば
、

愛
知
県
に
三
好
市
が
あ
っ
て
も
い
い

と
い
う
配
慮
も
あ
る
よ
う
で
す
。

　

も
し
本
町
が
市
に
な
る
こ
と
に
な

れ
ば
、
新
市
の
名
前
は
国
だ
け
で
な

く
徳
島
県
の
三
好
市
と
も
調
整
を
と

り
な
が
ら
進
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

徳島県三好市
（H18.03.01）

徳島県三好郡東みよし町
（H18.03.01）
徳島県三好郡東みよし町
（H18.03.01）

徳島県

高知県

香川県

愛媛県

◆徳島県三好市

 地方自治法の一部を改正する法律の施行について
　　　

　　　　　昭和45年3月12日　自治振第32号    

　　　　　各都道府県知事あて自治事務次官通知

　地方自治法の一部を改正する法律（昭和45年法

律第1号）および地方自治法施行令の一部を改正す

る政令（昭和45年政令第14号）が昭和45年3月12

日に公布され、即日施行されることとなつたので、

下記事項に留意の上、その施行に遺憾なきを期さ

れたい。なお、貴管下市町村に対しても改正の趣

旨が十分徹底するようご指導願いたい。

記

１～３　略

４　 市の設置もしくは町を市とする処分を行なう

場合において、当該処分により新たに市とな

る普通地方公共団体の名称については、既存

の市の名称と同一となり、または類似するこ

ととならないよう十分配慮すること。

◆国からの通知（抜粋）

※
ア
ン
ケ
ー
ト
は
11
月
１
日（
火
）か
ら

15
日（
火
）ま
で
実
施
し
ま
す
。
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